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江守 地球規模の気候変動リスク管理戦
略の構築に関する総合的研究というプロ
ジェクトをやっています。 

 気候変動枠組条約の下、2009 年コペン
ハーゲンで開催された COP15では、産業
革命以降の気温上昇を 2℃以内に抑えるた
めに温室効果ガス削減の必要性が述べら
れましたが、その達成は容易ではありませ
ん。一つの視点としてリスクのトレードオ
フがあります。気候変動のリスクと対策に
伴うリスク、それを両方０にするのは無理
なので、その中で何かを選んでいかなけれ
ばならないということです。 

 本日の狙いは、たとえばこの 2℃目標を、
達成不可能だとする立場もあれば、破局を
避けるために達成しなければならないと
する立場もある。こうした二極化が生じて
いるのはなぜなのか、対立の背景には何が
あるのか、利害なのか価値観なのか、とい
ったことを論じていただきたいと思いま
す。 

 まず自己紹介を兼ねて、これまで取り組
まれてきたこと、現在のお考えなどをお話
ください。 
 
 
温暖化問題に向き合ったきっかけ 
 

住 東京大学のサステイナビリティ学連
携研究機構を経て国立環境研究所の理事
長をしています。大学を出てから気象庁で
数値予報モデルの開発や天気予報を行い、
ハワイに留学してアジアモンスーンの研
究を行ってきました。帰国後、エルニーニ
ョが大きなテーマとなり、熱帯地域の太平
洋の海水温データをもとにした季節予報
の研究をしているうちに、気候変動にも興
味を持つようになりました。 

 なぜサステイナビリティ学連携研究機
構を立ち上げたかというと、現在の地球環
境問題はサイエンスだけの問題では済ま
ない、どうしても人間の話、社会との関連
で考えなければならないと思って、幅広い
専門分野のメンバーを組織する試みを始
めました。しかし、なかなか難しい話でし
た。サステイナビリティ学をやってわかっ
たのは、地球上には温暖化だけでなくいろ
いろ問題があり、解決策にも長期的なもの、
短期的なものがあるので、情緒的ではなく、
なによりもリアリズムが大切だというこ
とです。正しいか正しくないかだけを問う
原理主義に陥ると、行き詰まってしまう、
どこかで折り合いをつけることを考えな
ければならないのです。 

西村 外務省にいた1999年にOECD大使
となった時、気候変動問題に取り組みまし
た。その後、地球環境問題担当の交渉大使
に任命されたので、COP の会合にも何度
も出席しましたが、参加するたびに巨大な
フラストレーションが溜まるんです。要す
るに、「こういうやり方でこの問題は解決
するのか？」という疑問ですね。COP の
開催期間に 180 ヵ国近い地域の人達と議
論をして、国別の削減量を決めていく、本
当にこれが巨大な問題を解決する仕組み
なのかというのが原点でした。 

田中 経済産業省の出身で、京都で開催さ
れた COP3 に通商関係の担当者として関
与したのが最初です。その後、OECDの事
務局に出向し、さらに IEAという国際エネ
ルギー機関の事務局長になって、その頃か
らは違う視点から見るようになりました。 
 たとえば 2℃以内のシナリオにした場合
に、エネルギー面で起きる事態を考えると、
このシナリオは、エネルギーの安全保障に
とっても悪いことではないとわかってき
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た。まずピークオイル、つまり石油以後の
ことを考えなければなりません。地球環境
の側面からもですが、石油に頼っている限
り、産油国に対価を払い続けなければなら
ない。だとしたら、新しいエネルギーと省
エネ技術を先進国が持つのがセキュリテ
ィ上、合理的です。2℃がどうだといった
前提を疑問視しても仕方がない、その中で
何がプライオリティなのか、どのくらいや
ればいいかというビジョンが必要なので
す。 

小島 環境省にずっとおりました。退職し
て草の根運動や地方自治体に関わるよう
になって、国っていうのは強いということ
を実感しました。政策決定の仕組みですね。
国と同じ方向を向いている時はそうでも
ないのですが、「国は間違っているのじゃ
ないか？」ってなると、すごい圧力を国か
ら感じますね。そういったことが、わかっ
てきました。 

 一方で 3.11 以後、原発反対という人達
の中には、温暖化なんかもういいという意
見が出ています。温暖化自体を認めない人
達までいる。そういう状況で、どのような
形で意思決定をしていくのか。反対派にし
ても推進派にしても話が通じない人がた
くさんいて、大変なことがいろいろありま
す。 

それでも、少しずつ理解を得ながら、共
感してくれる人を増やしていくことが大
切です。長年、環境省にいましたが、国内
の体制をまとめないと、対外政策はできな
いということを実感してきました。COP
で何を決めても、国内とのズレが出てしま
います。京都議定書は日本の経済界にとっ
てトラウマになってしまいました。対外的
な政策と国内的な力をどう結びつけるか
ということが課題ですね。ただディベート

でどちらかが相手を論破して問題が解決
するということはほとんどありません。む
しろ妥協の技術を身につける必要があり
ます。反対意見は聞きたくもないという人
も中にはいますが、寛容性・多様性が求め
られます。 
 
 
目標 2℃以内のシナリオ 
 

江守 COP の合意では、気候変動対策の
長期目標として、産業化以前からの世界の
平均気温の上昇を 2℃以内に抑えるための
大幅な排出削減が必要とされています。何
も対策をとらないでいると、今世紀末まで
に世界の平均気温は 4℃ほど上がると考え
られています。一方、徹底的に対策をとっ
た場合は今世紀後半には気温上昇が止ま
るとされ、これが現在目指されているシナ
リオです。しかし気温の上昇は CO2の累積
排出量に比例し、気温の上限から排出量の
上限が決まりますが、単純に言うと、あと
30 年ほどで許容排出量を使い尽くしてし
まう計算です。上昇を 2℃以内に抑えるた
めには、今世紀末には世界全体の CO2排出
量を0またはマイナスにしなければなりま
せん。また、気温上昇が何度を越えるとど
んなリスクが発現し、深刻化するかが調べ
られていますが、どんなリスクを避けるべ
きかは社会の判断です。そこでお聞きした
いのは、次の 2点です。 

① 2℃以内という目標をどう見るか 

② この問題を巡る産業界と NGO に代表
されるような対立をどう見るか 

西村 ①については、難しいけれども不可
能ではないでしょう。不可能ではないとす
る分析は多くありますが、例えばコロンビ
ア大学のジェフリー・サックス教授が、主
要国の専門家を集めて議論した最新のレ
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ポートがありますが、そこでも、「我々は
不可能という前提で作業はしていない」、
「それを可能にする技術は存在している」
という前提で分析をしています。 

2014年の IPCC第５次報告書で2℃を達
成するシナリオとして描かれているパス
は、2050年の時点で現状より 40‐70％削
減し、今世紀末までにネットゼロにすると
いうモノです。要するに各国が自分の排出
量を 5年とか 10年単位で幾ら幾ら削減す
るというのではなく、究極のところ約 80
年かけて、どの国も排出をフェーズアウト
するという話ですが、私は、それは可能だ
と思っています。 

②についてはいつも思うのですが、この
議論に一体どういう意味はあるのか？、そ
してどこに行こうとしているのか？。日本
が「2℃は無理だ」と言い出すと世界から
「日本の敗北主義の所為で国際合意は実
現しなかった」と言われかねないかとの懸
念があります。 

 再生可能エネルギーの値段は急速に競
争力を持ってきています。世界有数の投資
銀行などは、大型のエネルギー供給体制は
やがて死滅して、太陽光などの再生可能エ
ネルギーの新しい文明がやってくると論
じています。もはや CO2を削減するという
レべルではなく、再生可能エネルギーに代
替していく、フェーズアウトしていくとい
う時代です。 

田中 まず①については、IEAの”Energy 
Technology Perspectives 2014”でも述べ
られているように、再生可能エネルギーの
コストが下がってきていますが、なかなか
大変だと思います。少し前までは、2050
年までに電力部門を完全にカーボンフリ
ーにするためには、再生可能エネルギーが
半分、残りの半分を原子力と CCS（二酸化

炭素貯留）でシェアするということだった
のが、再生可能エネルギーの割合が増えて
65％ぐらい行けるのではないかと。残り
35％のうち 15％が原子力、あとは CCSと
いう割り振りが必要だという考えです。 

 再生可能エネルギーの導入にはもっと
やりようがあるんじゃないかという議論
があります。それにはコストを下げなけれ
ばなりませんが、今の電力供給システムは
再生可能エネルギーを敵視する政策をと
っている。もっとフレンドリーな、最初か
ら再生可能エネルギーを入れ込むような
枠組みをつくれば、可能なのではないかと
いう研究結果が出ています。 

 それから中国もインドも国内に安くて
大量の石炭がありますから、石炭を燃やす。
これから成長していくASEANもそうでし
ょう。それをやめろとは、なかなか言えな
いですよ。それらの国に技術移転するなり、
CCS のフレームをつくるようにするなり
しないと、削減は難しい。 

 最後に 3.11 フクシマ以降の原子力を、
どういう風に見なおせるのか。日本が将来
の原子力の課題、安全の問題を解決しなけ
ればならないと思っています。 

 ②については、サステイナブルなビジネ
スモデルの視点から見て、産業界と NGO
の議論は、かなり近づいているのではない
かと理解していますが。 

小島 さっきも少し言いましたが、COP
の国際条約交渉に参加している人達には、
気候変動は人為的なものによって起こっ
ているという共通認識があります。条約の
目的の一つは、気候変動に対する人為的干
渉を一定の限度に抑制するということで
すし、条約を批准しているということは、
気候変動が人為的に引き起こされている
ということを認めているということだか
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らです。しかし、依然として、国内では、
温暖化はしていないとか人為的なもので
はない、といった議論さえまかり通ってい
ます。専門家の言うことを無批判に受け入
れないという姿勢は大切なことですが、温
暖化は嘘だという人々も、その知識や見解
が他の人の見解の受け売りということも、
多々あると思います。メディアリテラシー
というのは、なにもかも嘘だと言うことで
はなくて、いろいろなものを学んで自分で
判断するというプロセスです。それが今す
ごく必要だと思います。 

 国際的な条約を決めるということと、そ
れをどう実現していくかという議論は別
のものです。COPの中では 2℃でやろうと
いう決定をしたので、あとはどのような道
筋でそれをやるかという方法論を詰めな
ければなりません。2℃がいいかどうかと
いう議論と、それをどうやって実現してい
くかという議論は違いますから、区別して
おかないとなりません。 

住 2℃という目標は国際的な条約交渉の
フレームとして、できあがっているわけで
すよ。G8 でもどこでも安倍首相はそれを
守ると明言しているのに、国内ではまだ何
やかやと言っている。しかし、海外と国内
のダブルスタンダードはありえないでし
ょう。2℃という目標が各国との外交フレ
ームで決まっているなら、それを受けて議
論すべきです。気候変動枠組条約は、1992
年にリオデジャネイロで開催された地球
サミットをうけ、ヨーロッパが中心になっ
て立ち上げました。ヨーロッパの理想主義
者たちの 20 年だったという言い方をする
人もいる。それに対して、アメリカのよう
に、我々は自分たちの国だけでやっていく
と言える大国はいいけれど、日本はそう言
えないのだから、グローバルな国際協調の

スキームに従わざるをえません。 

 ②の産業界と NGOの確執も、自分であ
まり考えていないから、妥協ができないの
だと思います。ヨーロッパには産業界の人
も一般の NGOも自分たちは市民だ、とい
う共通のコンセプトがあるから対話が成
り立っているのではないかという気がし
ます。 
 
 
気候変動問題における南北対立 
 

江守 それでは次に、気候変動問題におけ
る先進国と途上国の対立について、また貧
困や安全保障など他の問題との関係でど
うご覧になるかをお話ください。 

小島 そもそも温暖化は誰に責任がある
のか。先進国と途上国が対立するというこ
とですが、それぞれに責任はあり、自分の
問題として考えなければならないという
ことです。そのためのスキームが必要です。
そして、自分の国でやることはしっかりや
る、そういうシステムが動かなくてはいけ
ません。しかし、日本の国内で温室効果ガ
スを削減するシステムを動かそうとする
ときに、「温暖化で南の島が沈む」といっ
た人ごとでは、なかなか動かない。利己的
かもしれませんが、多くの人々は、自分に、
自国に被害が出て初めて真剣になって動
く。それまでは国内の政策を決める際の優
先順位としては低いままなんです。アメリ
カも、温暖化対策をはじめたのは、熱波に
よる被害が出てからです。外圧や倫理観だ
けでは、理解はしますが、なかなか行動に
は結びつかない。 

西村 たしかにそうですね。深刻な事態が
自分の国に起きて、やっと目が覚める。そ
して、この問題を解決しようと思ったら、
仕組みは簡単でなければなりません。今の
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京都方式は、短期間でかなりの削減が要求
されて、難しいんです。過剰な負担をどの
国も負いたくない。しかし、国別の削減方
式をとっている限り、会議のたびに先進国
と途上国の間で対立ばかりすることにな
る。どの国も成長に必死ですから、今頃誰
がこの事態を招いたのかといった歴史責
任を問い続けてもどうにもならないので
す。むしろ、温室効果ガスの排出をどの国
も 2050年までに 40‐70％削減、2100 年
までにネットゼロにするという目標に各
国がコミットするべきです。要するに、こ
れから 80 年かけて自分の大気汚染は自分
で解消する。化石燃料を使わない方法に切
り替える。再生可能エネルギーの利用によ
って、それを実現させるという新しい仕組
みにするべきです。 

田中 すべての国の目標を 0％にするとい
うこと？途上国は YESと言うかなあ。 

西村 貧困国は微細なエネルギーしか使
っていないから、値段が下降している再生
エネルギーで代替できるでしょう。大部分
の先進国は既に 2050 年に現状より 80‐
95％削減するといっています。技術的な能
力で対応できるはずです。問題は成長途次
にある中国とインドでしょうが、今後 80
年もかければ、彼らも出来るでしょう。そ
れに中国は大気汚染などからも排出削減
を徹底しなければならないと気づきはじ
めています。 

田中 日本は 0％の目標達成が可能だと思
いますが、そのためにはグリッドを強化し
ていく必要があると思います。50、60 ヘ
ルツに東西に分裂している周波数帯を統
一して系統線網を強化するとともに発送
電を分離し、電力会社を競争させなければ。
今後は再生可能エネルギーを使わなけれ
ばなりませんから、どういう風にそれを実

現させるか考えていくべきです。 

西村 それから、日本のエネルギー自給率
は 4％程度なので、エネルギーの自立性確
保は最重要課題です。この観点からしたら、
仮に原発を再稼働させるにしても現状で
はそこそこしか出来ない訳だから再生可
能エネルギーをもっと強力に推進する必
要があります。 

田中 そうですね。両方とも必要だと思い
ます。あとはどうやって供給体制の中でフ
レンドリーに共存できるかということで
す。 
 
 
地球規模で見た温暖化対策 
 

江守 先ほど、今後は中国よりもインドが
問題というお話がありましたが。 

田中 日本国内で温室効果ガスの発生を
止めても、地球規模で見たらほとんど減ら
ないわけで、むしろ高効率石炭発電をイン
ドなんかに技術移転していくことの方が
効果はあると思います。それが南の国に対
する日本の貢献ではないでしょうか。 

江守 高効率といえども石炭火力の新設
には反対の声も多いですが。 

田中 それならCCSレディにすればいい。 
小島 2100年の排出量０を目標にすると、
時間をどう配分していくかがすごく重要
です。どのタイミングまでは石炭火力を使
っていつの段階でリプレースするのか、そ
の共通認識を各国が持ち、そのプロセスと
いうか、方法論を考える必要がありますね。 
住 それでも反対論とかは出てくるよね。
CO2は温室効果がないと言う人までいる。 
西村 だから気候変動の問題は、科学者に
どんどん発言していただかないと。躊躇し
ていたら大変なことになりかねない。 
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小島 気象災害がひどくなったり、感染症
が北上してきたりするということは、ずい
ぶん前から専門家は指摘してきた。因果関
係を 100％証明はできないが、現象的には
それらが今起きつつある。しかし、気象災
害が起きる、あるいは感染症が起きるとい
うことが温暖化対策をしなくてはならな
いという政治的な意識に結びつくために
は、もっと専門家の役割が必要でしょう。
それが不確実であることは仕方がないけ
れども、人々の側でも専門家の話を理解す
るリテラシーが求められていると思いま
す。 

住 気候の変化や温暖化すら認めない人
がいる。CO2に関するサイエンスは完璧で
はないけれども０でもないわけで、その積
み重ねを全否定されても困ってしまいま
す。 
 
 
今後の展望と施策 
 

江守 これからの世界の緩和レベルは何
によって決まり、それによってどれぐらい
のレベルに落ち着くのでしょうか。 

田中 IEA にはいろんなシナリオがあり
ますが、”New Policies Scenario (Likely 
Scenario)”では、技術の限界と各国のやる
気が課題で、けっこう頑張っても 3.5℃く
らいなんですね。そのくらいはなんとかい
けそうだけれど、それ以上やろうとすると
相応の覚悟と投資をしなければならない
という分析をしています。 

江守 個人的には、どうお考えですか？ 

田中 もう少し行けるのではないかと思
います。このシナリオだと、2035年でも、
まだピークアウトしていないんです。しか
し、中国の成長もこれから鈍化してくるだ

ろうし、技術開発も進んでくると考えると、
答えは 2℃と 3.5℃の間くらいでしょうか。 
江守 西村さんは、いかがですか？ 

西村 2℃の実現については世界中で実証
的な裏づけ議論も行われている。実現に向
けて蓋然性はないとは言えないと思いま
す。 

田中 そうです。現状からみてこんなとこ
ろかなと。ブレークスルーが出てきたら、
また違います。あと、IEAはライフスタイ
ルを変えることには踏み込んでいません。 
 逆に伺いたいのは、ジオエンジニアリン
グ、気候工学は有効ですか？ 

住 人為的に気温を低下させる方法です
ね。やらない方がいいでしょう。地球の気
象は複雑だから、それをやったことで、ど
こで何が起きるかわからない。誰が責任を
とれるかということです。どこかの国が成
層圏にエアロゾルを撒いたために、別の地
域で洪水が起こるかもしれません。 

西村 ヨーロッパには、プラン Bとして利
用する発想があるようですが、巨大な法的
責任問題が起きる可能性がありますね。 
 
 
我々がすべきこととできること 
 

江守 それでは最後に、より望ましい帰結
にするために、何をしなくてはいけないか、
すべきこと、できることはなんでしょうか。 
住 個人レベルでいうと、多くの人は、そ
んなにエネルギーを使っているという実
感はないんじゃないかと思う。個人の我慢
や倫理観に過度に依拠せずに、結果として
削減ができるような制度設計ができるか
が問題と思います。あと、日本が国として
できるのは技術協力が大きいと思います。 
 それから正しい情報をどう伝えるのか
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ということ。インターネットなんかで情報
公開はあるけれど、それを社会の設計と言
う観点でどう見るかですね。情報公開が実
現可能なサステイナブルな社会をつくる
ことに資するように一歩づつ着実に研究
を進めていくしかない。 

西村 今、CO2削減のための世界制度はあ
まりにも政府の管理経済の色彩の強いモ
ノになっていると思います。世界経済の中
でどうして温暖化防止の局面だけ、これ程
政府が経済を管理しなければならないの
でしょうか？その他の経済分野は専ら市
場中心です。温暖化防止でも、もっと市場
的な発想を入れてやれば効率的で世界経
済にも負担が少なく目的を達成できます。
そういうことを本来は目指すべきです。 

田中 あえてみなさんにチャレンジする
ようですが、やっぱり 3.11 の事故を起こ
してしまった日本がそれを乗り越えて、原
子力が抱えている問題の解決策を提示す
ることが求められていると思います。この
事故によって、日本が地球環境問題を難し
くしたんです。再生可能エネルギーの利用
を進めることはもちろんですが、再稼働も
含めた今後の展望を提供しなければなり
ません。 

小島 先ほどから話に出ているように、専
門家や政策決定者が、普通の人にきちんと
説明をすることが大切です。国の政策を決
定するときに望ましいのは、国民の要望が
湧き上がってくることです。 

 それから技術はあるのに制度がうまく
いかない。これが大きな問題です。電力の
自由化も、やると決めれば制度設計だって
できるし技術もあるのになぜできないの
か、ということです。 

 そして、温暖化対策を推進するという大
義名分で原子力が推進されたということ

で、環境コミュニティが、原子力に対する
と同じく温暖化に対してもすごく懐疑的
になっていて、温暖化対策を進めることに
対して斜めに見てしまうところがある。原
子力発電所を再稼働するかしないかとい
う以前に、福島第一原発で何があったのか、
日本の東半分が使い物にならなくなる一
歩手前まで行った大事故なのか、死者は一
人も出なかった大したことがなかった事
故なのか、それを明らかにしたうえで、こ
れからどうするのかというところをオー
プンにした議論が必要です。それを隠せば
隠すほど疑惑が出てくる。専門家に対して
も政治家に対しても疑問が出てきて、議論
が成り立ちません。 

住 あとは 2100 年に日本がどうなってい
るかということ。人口は確実に減少してい
るだろうし、国の借金はあるしね。 

小島 人口減少や過疎地域の問題、財政的
にも限りある資金をどう使うのかなどの
温暖化対策の前提となる問題もいろいろ
あるわけで、そのベースの議論をしておか
ないと、2050 年になって、やっぱりやる
のは無理だよねっていう話になりかねな
い。そのビジョンは必要だと思います。 

江守 今日はありがとうございました。 
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